
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
改良型機械式変換器であって、
当該変換器が、
幾何学的に対称な軸線を有し、少なくとも１個の壁面によって画成されたチャンバを含む
ハウジングを有し、
前記チャンバが、少なくとも１個の連結機構構成成分から成る連結機構によってハウジン
グに連結 に往復運動する物体を収容し、
前記連結機構構成成分が、前記物体に軸方向の力を適用する軸方向に撓性をもつスプリン
グを含み、
当該変換器が、前記チャンバの前記壁面と前記物体との間の接触を最小限にするための減
摩ベアリングを有し、
（ａ）前記減摩ベアリングが、横方向の中心位置に向ける力を前記物体に適用するための
流体ベアリングであり、
（ｂ）前記連結機構が、前記流体ベアリングによる前記物体に働く前記中心位置に向ける
力が 連結機構により前記物体に働く横方向の力と前記物体に働く他の横方向の力との
和に少なくとも等しくなるのに対して十分な横方向の撓みを有する構成成分を含む、
ところの変換器。
【請求項２】
請求項１記載の変換器であって、
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前記チャンバがシリンダであり、
前記物体がピストンである、
ところの変換器。
【請求項３】
請求項２記載の変換器であって、
前記スプリングが、前記軸線に対して対角方向に向けられた平面スプリングである、
ところの変換器。
【請求項４】
請求項３記載の変換器であって、
前記スプリングが、周縁付近及び中央付近に取り付けられた多数の平行平面スプリングか
ら成る、
ところの変換器。
【請求項５】
請求項３記載の変換器であって、
前記スプリングもまた、前記横方向に撓性をもつ連結機構構成成分である、
ところの変換器。
【請求項６】
請求項２記載の変換器であって、
前記スプリングが、ガススプリングである、
ところの変換器。
【請求項７】
請求項２記載の変換器であって、
前記スプリングが、磁気スプリングである、
ところの変換器。
【請求項８】
請求項２記載の変換器であって、
前記スプリングが、前記軸線付近に対称に間隔をあけた多数の少なくとも３個の相互接続
した螺旋状スプリングである、
ところの変換器。
【請求項９】
請求項２記載の変換器であって、
前記横方向に撓性をもつ連結機構構成成分が、軸方向に剛性をもち、径方向に撓性をもつ
接続ロッドから成る、
ところの変換器。
【請求項１０】
請求項９記載の変換器であって、
前記接続ロッドが管である、
ところの変換器。
【請求項１１】
請求項９記載の変換器であって、
前記横方向に撓性をもち連結機構構成成分が、前記軸線付近に対称に間隔をあけた軸方向
に剛性をもち、径方向に撓性をもつ複数の接続ロッドから成る、
ところの変換器。
【請求項１２】
請求項２記載の変換器であって、
前記径方向に撓性をもつ連結機構構成成分が、軸方向に剛性をもち、前記ピストンと前記
スプリングとの間に挿入される、
ところの変換器。
【請求項１３】
請求項２記載の変換器であって、
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前記横方向に撓性をもつ連結機構構成成分が、軸方向に剛性をもち、前記スプリングと前
記ハウジングとの間に挿入される、
ところの変換器。
【請求項１４】
請求項１記載の変換器であって、
前記物体が、線形電磁気変換器の磁石パドルである、
ところの変換器。
【発明の詳細な説明】
発明の背景
本発明は、１個以上の懸架された振動物体が幾何学的な対称軸に沿って往復運動する熱機
械式又は電気機械式の変換器 (transducer)に関し、特に、リニアオルタネータ（ linear a
lternator）をもつ自由ピストン式スターリングエンジン、リニアモータをもつ自由ピス
トン式スターリングクーラー、自由シリンダ式水ポンプ、及びリニアモータをもつ自由ピ
ストン式コンプレッサでの使用に適する。
１個以上の懸架された振動物体を有する熱機械式又は電気機械式変換器での部品のミスア
ライメントが、幾何学的対称軸以外の軸線に沿って物体を往復運動させる原因となってい
る。この往復運動の実際の軸線は、幾何学的な軸線にほぼ平行である。このようなミスア
ライメントは、寸法、角度及び平面性を完璧にすることができないため、機械部品の製造
、組立時に日常的に発生する。実用上、機械設計者は、寸法、角度、及び平坦性において
許容誤差（つまり、完全なものからの許容可能誤差）を設定し、このような不完全な部品
が組立てられると、ミスアライメントが発生する。
このようなミスアライメントは、往復運動物体とそのシリンダとの間の物理的な遊隙（ cl
earance）を完全に無くしてしまう。このような機械的な接触は、抵抗や磨耗の原因とな
り、特に、シリンダ内の往復運動物体の焼き付きの原因となる。このような機械的な接触
は、接触支持体（ contact bearing）によって円滑にすることができるが、これに関連す
る抵抗エネルギーの散逸が変換器の効率を低下させ、また、これに関連する機械的な焼き
付きが定期整備の間隔又は稼働時間を低下させる。
電磁気、電気機械式変換器（例えば、米国特許第４３４６３１８号、同第４３４９７５７
号、同第４５４５４２６号、同第４６０２１７４号に説明されている）では、変換器の往
復運動物体のミスアライメントが径方向の磁力をもたらし、この磁力がミスアライメント
を増大して、往復運動部品と停止部品とが機械的に接触する。
往復運動物体とそのシリンダとの間に遊隙シールを有する熱機械式変換器（例えば、米国
特許第３７８８７７８号、同第３９３７６００号、同第３９４７１５５号、同第４０３６
１０８号、同第４３５３２２０号、同第４５３８９６４号、同第４５４５７３８号、同第
４６４４８５１号、同第４６４９２８３号、同第４７２１４４０号、同第４８３６７５７
号、同第４８６２６９５号、同第５２５５５２２号に説明されている）では、ミスアライ
メントに起因する全ての離心（ eccentricity）が、遊隙シールを通じて流れる流体に対す
る抵抗を減少させている。往復運動物体がピストンである場合、遊隙シールを通じて流れ
る流体の増加が、ピストンによって達成される圧縮率を低下させる。往復運動物体が熱交
換装置を通じて流体を押す ィスプレイサ（ displacer）である場合、遊隙シールを通じ
て流れる流体の増加が、意図とする熱伝導処理効果を低下させる。
ガスベアリング（ gas bearing）（例えば、米国特許第２８７６７９９号、同第２９０７
３０４号、同第３１２７９５５号、同第４５４５７３８号、同第４６４４８５１号及び空
気静力学的ベアリング（ aerostatic bearing）の設計におけるジェー・ダブリュ・パウエ
ル（ J. W. Powell）によって説明されるもの）が、エネルギー効率及び長い稼働時間が重
要であるところの１個以上の懸架された振動物体を有する熱機械式及び電気機械式変換器
に望ましく、これは、往復運動物体及びそのシリンダの走行面の間の機械的な接触、抵抗
及び磨耗を無くしているからである。実用的なガスベアリングは、出力の超過分を浪費し
ないが、変換器の幾何学的対称軸近傍に往復運動のミスアライメントされた往復運動物体
の軸線を戻すための大きな径方向の力を生成することができず、このため、変換器のエネ
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ルギー効率を低下させる。
本発明は、変換器の幾何学的対称軸近傍に往復運動のミスアライメントされた往復運動物
体の軸線を戻し、動作中に、ガスベアリングによる径方向の力の量を低減し、出力の浪費
を低減する。
発明の簡単な説明
本発明は、軸方向に撓性 スプリングと、軸方向に剛性 、径方向に撓性
部材と、流体ベアリング（ fluid bearing）とを有し、幾何学的対称軸に沿ってシリンダ
内で往復運動する振動物体を有する改良型機械式変換器である。本発明は、軸方向に剛性

、径方向に撓性 部材を他の機械部品の間に選択的に挿入する点で従来のデバ
イスと異なり、流体ベアリングが往復運動物体に及ぼす径方向の力を低減し、変換器の幾
何学的対称軸近傍に実際の往復運動軸を戻し、これにより、往復運動物体とそのシリンダ
との間の機械的な接触を防止し、同様に、往復運動物体の遊隙シールを通じて流れる流体
に対する抵抗の減少を防止する。
【図面の簡単な説明】
図１は、多くのミスアライメントのうちの１つがどのようにして懸架された振動物体を幾
何学的対称軸以外の軸線に沿って往復運動させるのかについて図説する軸方向断面図であ
る。
図２は、本発明の実施例の動作の基本原理の最も簡単な形態の軸方向断面図である。
図３Ａ及び３Ｂは、本発明の好適な軸方向 撓性 部材である平面スプリングの平面
図及び側面図である。
図４Ａ、４Ｂ及び４Ｃは、本発明の軸方向に剛性 、径方向に撓性 部材の横方
向の撓みの２成分を示す軸方向断面図である。
図５は、図２に示す型の本発明の実施例の軸方向断面図である。
図６は、図２に示す型の本発明の好適実施例の軸方向断面図である。
図７は、図２に示す型の本発明の変形的な実施例の軸方向断面図である。
図８は、図２に示す型の本発明の他の変形的な実施例の軸方向断面図である。
図９は、図２に示す型の本発明の他の変形的な実施例の軸方向断面図である。
図１０は、図２に示す型の本発明の他の変形的な実施例の軸方向断面図である。
図１１Ａ及び１１Ｂは、本発明の軸方向 撓性 部材としても使用できるガススプリ
ングの２つの実施例の軸方向断面図である。
図１２は、本発明の軸方向 撓性 部材としても使用できる磁気スプリングの軸方向
断面図である。
図１３は、本発明の軸方向 撓性 部材としても、又、径方向 撓性 部材とし
ても使用できる平面スプリングの特別な型の斜視図である。
図示の本発明の好適な実施例を説明する上で、特定的な用語が使用されている。しかし、
本発明が、このような特定的な用語に制限されることを意図としたものではなく、各々の
特定的な用語が、同様の目的を達成する同様の方法で動作する技術的等価物の全てを含む
ことは理解されるべきである。特に、往復運動物体及びそのシリンダを示している変換器
の幾何学的対称軸を通じる断面図は、三角形、四角形、五角形、又は他の多角形であって
もよく、また、円形、楕円形、又は他の閉曲線であってもよい。
詳細な説明
当業者により使用されるいくつかの用語及び以下の発明の説明に関連して使用される用語
について説明する必要がある。機械式変換器とは、機械エネルギーを他のエネルギーに変
換する往復運動変換器の全部の型をいう。特に、高温熱エネルギーを機械エネルギーに変
換する自由ピストン式スターリングエンジンの形態における熱機械式変換器、及び機械的
な仕事を行って熱エネルギーを低温で吸収し、暖かい温度で放出する自由ピストン式スタ
ーリングクーラーの形態における熱力学変換器を含む。また、機械的な仕事を行ってガス
圧力を上昇又は流体を移送するリニアコンプレッサが特に含まれる。機械的エネルギーを
電気的エネルギーに変換するリニア電気オルタネータ、及び電気的エネルギーを機械的エ
ネルギーに変換するリニア電気モータの形態の電磁気、電気機械式変換器もまた特に含ま
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れる。
このような機械式変換器では、軸方向に撓性 スプリング（ axially compliant spri
ng）が使用され、エネルギー変換効率を増加させるために、往復運動物体と実質的に共振
する。いくつかの場合において、質量とスプリングとの関係は、例えば出力の変換を最大
にすること等の他の実用的な考えに起因する正確な共振ではなく、全ての場合は、実質的
に、機械式変換器の周波数共振の共振ピーク内にある。よって、共振から外れた機械式変
換器における仕事量 の因子は正確に１．０ではな 、通常、０．５よりも大きい
。共通的に使用される軸方向に撓性 スプリングが、螺旋状コイルのような機械的ス
プリングと、ガススプリングと、電磁気スプリングとを含む。
このような機械式変換器では、用語「撓み（ compliance）」は、適用された力に応答して
形状を変化させたときに機械部品が受ける変形の 。用語「剛性（ stiffnes
s）」は、撓み 、ある特定の距離 機械部品を変形するのに必要な力の

。よって、撓性部材は、適用された力によって剛性部材が 撓み距離
と比較して 相対的に大きな距離だけ撓 機械部品である。また、機械部品は、一方向に
適用された力に応答して撓性 、他の方向に適用された力に応答して剛性

ような形状にすることができる。 物体を一端に取り付けた細い固体ロッドは
、例えば、ある特定の力が横方向及び軸方向に適用されると、横方向に曲げられるよりも
非常に小さく軸方向に圧縮される。よって、細いロッドは、軸方向に剛性を 、横方
向に撓性 、といえる。
このような機械式変換器では、従来、螺旋状スプリングが使用され、往復運動 質量と
実質的に共振するが、螺旋状スプリングの圧縮が、平衡状態のスプリングを通じる長手方
向の軸線に関して、ある角度の長手方向の軸線の傾きに関係する。横方向に拘束された螺
旋状スプリングが圧縮されると、この拘束に対抗してスプリングの軸方向の剛性に比例す
る横方向の力が働く。この横方向の拘束が、内部にスプリングに連結した往復運動するピ
ストンを収容するシリンダであるとき、この横方向の力が、シリンダの壁面にピストンを
押圧し、これが抵抗や磨耗の原因となる。このような抵抗や磨耗を防止することを意図と
した流体ベアリングの全てが、この横方向の力、及びこの力に比例する出力の散逸を克服
しなければならない。設計の結果、与えられた質量のピストンの往復運動周波数が増加す
ると、要求されるスプリングの軸方向の剛性、関連する横方向の力及び流体ベアリングの
出力散逸が周波数の二乗で増加する。
理論的に、螺旋状スプリングとピストンとの間、又は螺旋状スプリングとシリンダに連結
されるハウジングとの間 径方向に撓性 部材 挿入 、流体ベアリングが
適用しなければならない力の 径方向に撓性 部材を曲げるために必要な

に低減される。実用的には、単一の螺旋状スプリングとともに使用される撓性部材の
曲げの度合いが大きく 、ピストンの往復運動に関連した水圧及び慣性力の軸方向の
圧縮荷重下 撓性部材 座屈 危険性がある。
螺旋状スプリングの横方向の拘束が、個々のスプリングの幾何学的対称軸に平行な共通の
幾何学的対称軸の周囲に対称に間隔をあけた他の螺旋状スプリング の機械的な一体接続

とき、横方向の力が相殺されるような個々のスプリングの回転的な方位が存在し、
全体としてのスプリングの束の横方向の変位と、径方向に撓性を 部材を曲げてこの
変位を受けさせるのに必要な横方向の力とが小さく、径方向に撓性 部材の座屈の危
険性を小さくできる。
実用的には、機械式変換器の懸架された振動物体は、変換器の幾何学的対称軸以外の軸線
に沿って往復運動するが、これには（１）往復運動 物体の重量、及び（２）往復運動

物体の吊下げ装置内のミスアライメント、という２つの理由がある。通常、往復運動
重力的な変位は、少々の出力の散逸はあるが、流体ベアリングによって克服でき

る。本発明は、特に、往復運動軸での機械的なミスアライメントの影響を低減する。この
ようなミスアライメントを克服するように流体ベアリングが及ぼさなければならない力の

は、シリンダ内部に往復運動物体を吊り下げる構造全体の径方向の剛性に直接関係
する。本発明
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図１は、熱機械式又は電磁気、電気機械式変換器の幾何学的対称軸２から離れたところの
軸線１に沿って、ミスアライメント（誇張して図示した）が懸架された振動物体をどのよ
うにして往復運動させているかを示す軸方向断面図である。図１では、振動物体がピスト
ン４であり、ピストン４と、ハウジング内に形成されるその周囲のシリンダ３との間の遊
隙ギャップの幅が誇張して図示されている。定義 、ピストンが往復運動物体であり、軸
方向に圧力差がある。また、本発明が応用される機械式変換器では、往復運動物体が ィ
スプレイサであってもよく、定義 、軸方向に温度差がある。往復運動物体はまた、リニ
アオルタネータ又はモータの磁石パドル、移動オイル、又は移動鉄 であってもよい。
図１のシリンダ３の一端の固定角 は不完全 であり、この一端は、幾何学的対
称軸２に関して垂直な平面から傾いている。ピストン４は、部品全部の往復運動 質量
に共振し、シリンダ３の不完全に製造された一端に剛に取り付けられた平面スプリングの
軸方向及び径方向に剛性 ロッド５の手段によってシリンダ３として形成されたチャ
ンバ内に吊り下げられている。 結果、実際の往復運動軸１は、幾何学的対称軸２から
離れたところにあり、幾何学的対称軸近傍に往復運動軸１を戻すために 、大きな径方向
の力がピストン４に働かなければならない。
図２は、最も簡単な形態で本発明の実施例の動作の基本原理を示す軸方向断面図である。
図１に示したように、シリンダ１３の一端における角 、不完全 ものであり、こ
の一端は、幾何学的対称軸に関して垂直な平面から傾いている。しかし、この場合、軸方
向に剛性 、径方向に撓性 ロッド１５が、ピストン１４と平面スプリング１６
との間に挿入されている。結果、変換器の動作中に流体ベアリングキャビテイー１７、１
８、１９及び２０からピストン１４とシリンダ１３との間の遊隙ギャップ内に流れる流体
によるピストン１４に対して働く小さい力が、幾何学的対称軸１２近傍にピストン１４の
往復運動軸１１を戻すことを可能にする。
図３Ａ及び図３Ｂは、それぞれ、平面スプリングの平面図及び側面図である。平面スプリ
ングは、平面状の多数のビームが平面に対して垂直な共通の変形を受けるように機械的エ
ネルギーを吸収する。図３Ａに示す平面スプリングの直径は約１３４ｍｍであり、その厚
さは約２ｍｍである。これは、１０３５、１０４５、１５５、１０７５、４１４０又は４
１３０のうちのいずれか１つのＡＩＳＩ炭素鋼から造られる。
図４は、軸方向に剛性 、径方向に撓性 固体ロッドを示し、横方向の撓みが以
下のようにして解析される。他の場合は、「ロアークの応力と剪断力の公式（ Roark's Fo
rmulas for Stress and Strain）」のようなスタンダード・メカニカル・エンジニアリン
グ・テキストを参照することによって解析できる。図４Ａに示すロッドの横方向の撓みＣ

Lは２成分、つまり、図４Ｂに示す揺動及び図４Ｃに示す角を有する。撓みの揺動成分Ｃ y

は、ロッドの自由端の揺動変位ｙで表され、撓みの角成分Ｃθ は、自由端の角変位θによ
って表される。
Ｃ L＝Ｃ y＋Ｃθ

径方向の撓みの揺動成分Ｃ yは、
Ｃ y＝ｙ／ｗ＝Ｌ 3／３ＥＩ
であり、ここで、
ｙ＝ピストンに取り付けたロッドの一端の横方向の変位、
ｗ＝横方向の力、
Ｅ＝ロッド材のヤング係数、及び
Ｉ＝ロッドの慣性モーメント
である。
半径Ｒのロッドの場合、その慣性モーメントは、
Ｉ＝πＲ 4／４
である。
横方向の撓みの角成分Ｃθは、
Ｃθ ＝θ／Ｍ＝Ｌ／４ＥＩ
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であり、ここで、
θ＝ロッドの自由端の角変位、
Ｌ＝ロッドの長さ、及び
Ｍ＝適用されるモーメント、つまり、反対方向に別々の平行線に沿って作用する一対の力
、である。
機械式変換器でガスベアリングの出力の散逸を最小にするため、ロッドの横方向の成分は
、本発明のような機械式変換器の熱力学及び慣性により適用される軸方向の力Ｆにおいて
ロッドが座屈しない程度に、可能なかぎり大きくなるように設計する。固体ロッドの座屈
荷重Ｆ bは、
Ｆ b＝π 2ＥＩ／４Ｌ 2

である。
特定の座屈荷重の所望の大きさの横方向の撓み成分の条件を区別するために、座屈荷重に
対する横方向の撓みの各々の成分の比は別々に検討される。この比は、上記の式を代入し
て、以下のように表される。
Ｃ y／Ｆ b＝（６４／３π 2）・（Ｌ 5／Ｒ 8）・（１／Ｅ 2）
Ｃθ ／Ｆ b＝（１６／π 2）・（Ｌ 3／Ｒ 8）・（１／Ｅ 2）
よって、座屈の強さに対する所望の大きさの撓みが、小さいヤング係数を有する材料の長
く細いロッドによって得られる。
与えられた設計のＰａ - 2（Ｐａ＝パスカル）単位の示性数Φ y及びΦθ は、以下のように
定義される。
Φ y＝Ｌ 5／Ｒ 8Ｅ 2

Φθ ＝Ｌ 3／Ｒ 8Ｅ 2

特定のリニアコンプレッサの横方向成分、及び剛性アルミニウム及びステンレス鋼ロッド
の示性数の偏差はそれぞれ、以下の表に示すとおりである。
　
　
　
　
　
　
　
　
実用的には、技術者が、座屈荷重Ｆ bを支持するのに十分な強さのロッドの設計において
安全係数、例えば適用される力Ｆの３倍に従う。よって、技術者は、他の設計条件による
制限内で、ロッドの長さ、半径、及び材料を選択して示性数を最大にする。
図５は、本発明の実用的な実施例の軸方向断面図であり、ここで、電磁気、電気式変換器
が径方向に隣接するシリンダ内で往復運動する懸架された振動磁石パドルを有する。この
実施例では、機械式変換器は、永久磁石リニアモータのように機能する電磁気、電気機械
式変換器である。変換器の往復運動物体は、リニアモータの永久磁石１３２を担持する磁
石パドル１３１である。磁石パドル１３１は、径方向に隣接するシリンダ１３３に関して
往復運動する。外部ソースからの圧縮流体が、一方向バルブ１３５を通じて圧力チャンバ
１３４に入り込み、パッセージ１３６、１３７、１３８及び１３９を通じて磁石パドル１
３１とシリンダ ３３との間の遊隙ギャップ内に出て行き、流体ベアリングを与えている
。リニアモータの磁石１３２は、磁束経路と電導性ワイヤ１４４の電機子コイルの周囲の
２個のギャップ１４２及び１４３とを構成する高導磁性材料から成る内部磁束ループ部材
１４０と外部磁束ループ部材１４１に関して往復運動する。磁石パドル１３１は、剛性横
断部材１４５と、軸方向に剛性 、径方向に撓性 固体ロッド１４６との手段に
よって平面スプリング１４７に接続される。平面スプリング１４７は、シリンダ１３３に
剛に接続した剛性ハウジング１４８に接続される。径方向に撓性 部材１４６は、径
方向の力を低減し、流体ベアリングのパッセージ１３６、１３７、１３８及び１３９の外
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に流れる流体が幾何学的対称軸１４９近傍に往復運動軸を戻すように働く。
図６は、本発明の実用的な好適実施例の軸方向断面図であり、ここで、熱機械式変換器が
、電磁気、電気式変換器に機械的に接続され、両者が、径方向に隣接するシリンダに関し
て往復運動する懸架された振動物体を有する。この実施例では、熱機械式変換器は自由ピ
ストン式コンプレッサであり、電磁気、電気機械式変換器は永久磁石式リニアモータであ
る。コンプレッサの往復運動物体は、径方向に隣接するシリンダ３２に関して往復運動す
る中空ピストン３１である。ピストン３１の内部は、流体ベアリングのための圧縮流体源
として働く。流体は、一方向バルブ３４を通じて圧縮空間３３からピストン３１に入り込
み、パッセージ３５、３６、３７及び３８を通じてピストン３１とシリンダ３２との間の
遊隙ギャップ内に出て行く。リニアモータの往復運動物体は、磁束経路と、電導性ワイヤ
４４の電機子コイルの周囲の２個のギャップ４２及び４３とを構成する内部磁束ループ部
材４０及び外部磁束ループ部材４１に関して往復運動する磁石パドル３９である。２個の
往復運動物体３１及び３９は、剛性横断部材４５の手段によって一体に接続され、軸方向
に剛性 、径方向に撓性 固体ロッド４７の手段によって多数の平面スプリング
４６に接続される。平面スプリングは、シリンダ３２に剛に接続される剛性ハウジング４
８に接続される。径方向に撓性 部材４７は、径方向の力を低減し、流体ベアリング
パッセージ３５、３６、３７及び３８の外に流れる流体が、幾何学的対称軸４９近傍に往
復運動軸を戻すように働く。
図７は、本発明の実用的な変形的な実施例の軸方向断面図であり、ここで、熱機械式変換
器が、電磁気、電気機械式変換器に機械的に接続され、両者が、径方向に隣接するシリン
ダに関して往復運動する懸架された振動物体を有する。熱機械式変換器は自由ピストン式
コンプレッサであり、電磁気、電気式変換器はリニアモータである。しかし、この実施例
では、コンプレッサのシリンダ６１は中空であり、流体ベアリングのための圧縮流体源を
収容する。流体は、一方向バルブ６３を通じて圧縮空間６２からシリンダ６１の中空の内
部に入り込み、パッセージ６５、６６、６７及び６８を通じて往復運動ピストン６４とシ
リンダ６１との間の遊隙ギャップ内へと出て行く。この実施例では、リニアモータの往復
運動物体は、磁束経路と、電導性ワイヤ７４の電機子コイルの周囲の２個のギャップ７２
及び７３とを構成する内部及び外部磁束ループ部材７０及び７１に関して往復運動する電
導性ワイヤ６９ｂの場コイルのための支持構造６９ａである。剛性横断部材７５が、リニ
アモータの場コイル６９ｂ及び支持構造６９ａを多数の機構学的平面スプリング７６の中
央領域に接続し、その周辺領域は、シリンダ６１に剛に接続される剛性ハウジング７７に
接続される。剛性横断部材７５は、軸方向に剛性 、径方向に撓性 ロッド７８
の手段によってコンプレッサのピストン６４に接続される。径方向に撓性 部材７８
は、径方向の力を低減し、幾何学的対称軸７９近傍に往復運動軸を戻すように、流体ベア
リングのパッセージ６５、６６、６７及び６８の外へ流れる流体が働く。
図８は、本発明の他の実用的な実施例の軸方向断面図であり、ここで、熱機械式変換器が
、電磁気、電気式変換器に機構学的に接続され、両者が径方向に隣接するシリンダ内で往
復運動する懸架された振動物体を有する。熱機械式変換器は自由ピストン式コンプレッサ
であり、電磁気、電気式変換器はリニアモータである。図６に示したように、コンプレッ
サの往復運動物体は、径方向に隣接するシリンダ８２に関して往復運動する中空のピスト
ン８１である。このピストン８１の内部は、流体ベアリングのための圧縮流体源として働
き、流体が、一方向バルブ８４を通じて圧縮空間８３からピストン８１に入り込み、パッ
セージ８５、８６、８７及び８８を通じてピストン８１とシリンダ８２との間の遊隙ギャ
ップへと出て行く。リニアモータの往復運動物体は、磁束経路と、電導性ワイヤ９４の電
機子コイルの周囲の２個のギャップ９２及び９３とを構成する高導磁性材料から成る内部
及び外部磁束ループ部材９０及び９１に関して往復運動する磁石リング８９である。これ
ら２個の往復運動物体８１及び８９は、剛性横断部材９５の手段によって一体に接続され
る。しかし、この実施例では、剛性横断部材８５は、軸方向及び径方向に剛性 固体
ロッド９７の手段によって共通の平面スプリング９６の中央領域に接続され、また、平面
スプリング９６の周辺領域は、軸方向に剛性 、径方向に撓性 多数のロッド９

10

20

30

40

50

(8) JP 3877224 B2 2007.2.7

をもち をもつ

をもつ

をもち をもつ
をもつ

をもつ

をもち をもつ



９、１００及びこの軸方向断面図では 他のものの手段によって剛性ハウジ
ング９８に接続される。剛性ハウジング９８もまた、シリンダ８２と同様に、内部及び外
部磁束ループ部材９０及び９１に接続される。ロッド９９、１００等から成る径方向に撓
性 部材が、径方向の力を低減し、流体ベアリングのパッセージ８５、８６、８７及
び８８の外に流れる流体が、幾何学的対称軸１０１近傍に往復運動軸を戻すように働く。
図９は、自由ピストン式スターリングエンジンでの本発明の他の実用的な実施例の軸方向
断面図であり、ここで、自由ピストン式スターリングエンジンは、径方向に隣接し、軸方
向に並んだシリンダに関して往復運動する２個の懸架された振動物体を有する。第１の振
動物体は、流体ベアリングの圧縮流体源を収容する中空の ィスプレイサ１４１であり、
流体が、一方向バルブ１４３を通じて膨張空間１４２から ィスプレイサ１４１の中空の
内部に入り込む。この流体は、パッセージ１４４、１４５、１４６及び１４７を通じて
ィスプレイサ１４１と ィスプレイサシリンダ１４８との間の遊隙ギャップへと出て行く
。 ィスプレイサ１４１の往復運動は、熱を受け取る熱交換器１４９、熱を放出する熱交
換機１５０及び再生成器１５１を通じて流体を折り返し出し入れする。 ィスプレイサ１
４１は、軸方向に剛性 、径方向に撓性 固体ロッド１５３の手段によって螺旋
状の機構学的平面スプリング１５２に接続される。また、ピストンシリンダ１５４は、流
体ベアリングのための圧縮流体源を収容し、流体が、一方向バルブ１５６を通じて圧縮空
間１５５からピストンシリンダ１５４の中空の内部に入り込む。この流体は、パッセージ
１５７、１５８、１５９及び１６０を通じて、ピストンシリンダ１５４とピストン１６１
である第２の振動物体との間の遊隙ギャップへと出て行く。ピストン１６１の往復運動は
、膨張空間１４２と、熱を受ける熱交換器１４９と、熱を放出する熱交換器１５０と、再
生成器１５１と、圧縮空間１５５とから成る領域で流体の圧縮及び膨張を交互に行い、
ィスプレイサ１４１の往復運動をピストン１６１のものに に結合する。ピストン１
６１は、軸方向に剛性 、径方向に撓性 中空ロッド１６３の手段によって単一
の機構学的な平面スプリング１６２の中央領域に接続され、 ィスプレイサ１４１を剛性
部材１６４に接続している軸方向に剛性 、径方向に撓性 固体ロッドが中空ロ
ッド１６３の手段内を通過する。ここで、剛性部材１６４は、間隔を開けた多数の機構学
的な螺旋状スプリング１６５ａ、１６５ｂの径方向の移動を制限する。 ィスプレイサの
多数の機構学的な螺旋状スプリング１６５ａ、１６５ｂ及びピストンの平面スプリング１
６２はともに、 ィスプレイサのシリンダ１４８及びピストンのシリンダ１５４の両方に
接続される剛性ハウジング１６６に接続される。径方向に撓性 部材１５３及び１６
３は、径方向の力を低減し、 ィスプレイサの流体ベアリングのパッセージ１４４、１４
５、１４６及び１４７及びピストンの流体ベアリングパッセージ１５７、１５８、１５９
及び１６０の外に流れる流体が、幾何学的対称軸１６７近傍に ィスプレイサ１４１及び
ピストン１６１の往復運動軸を戻すように働く。
図１０は、コンプレッサにおける本発明の他の実用的な実施例の軸方向断面図であり、コ
ンプレッサは、径方向に隣接し、軸方向に並んだシリンダに関して往復運動する２個の懸
架された振動物体を有する。この実施例では、ピストン１７１及び１７２は、軸方向に剛
性 、径方向に撓性 固体ロッド１７４及び１７５の手段によって、軸方向及び
径方向に剛性 軸部材１７３に機構学的に接続される。剛性軸部材１７３は、平面ス
プリング１７６及び１７７の中央領域に機構学的に接続され、その周縁領域は、シリンダ
１８０及び１８１に剛に接続される。ピストン１７１及び１７２は、径方向に隣接するシ
リンダ１８０及び１８１に関して往復運動し、その中空の内部は、圧縮流体源として働く
。流体は、圧縮空間１８４及び１８５から一方向バルブ１８２及び１８３を通じてシリン
ダ１８０及び１８１の中空の内部に入り込み、パッセージ１８６、１８７、１８８、１８
９、１９０、１９１、１９２及び１９３を通じてピストン１７１とシリンダ１８０及び１
８１との間の遊隙ギャップへと出て行く。剛性横断部材１９４が、電導性ワイヤ２００の
電機子コイルの周囲のギャップ１９８及び１９９を有する磁束ループの部分を構成し且つ
比較的高い導磁性材料から成る内部及び外部磁束ループ部材１９６及び１９７に関して往
復運動する磁石リング１９４に軸部材１７３を接続する。径方向に撓性 部材１７４
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及び１７５は、径方向の力を低減し、流体ベアリングのパッセージ１８６、１８７、１８
８、１８９、１９０、１９１、１９２及び１９３の外に流れる流体が、幾何学的対称軸２
０１近傍に２個のピストン１７１及び１７２の往復運動軸を戻すように働く。
図１１は、本発明に従った２つの型のガススプリングの軸方向断面図である。図１１Ａは
、ハウジング２４４内のシリンダ２４２の側壁及び端部と、パック２４５とによって区切
られた圧縮空間２４１を示す。シリンダ２４２は、幾何学的対称軸と実質的に同軸であり
、この軸線に沿ってパックが往復運動する。パック２４５は、軸方向に剛性 、径方
向に撓性 部材２４６を介して機械式変換器の往復運動物体に接続される。パック２
４５は、ハウジング２６４内部の圧力チャンバ２４７と、一方向バルブ２４８と、制限パ
ッセージ２４９、２５０、２５１及び２５２とから成る流体ベアリングの作用によって、
幾何学的対称軸２４３近傍の軸線に沿って往復運動する。
図１１Ｂは、ハウジング２６４内のシリンダ２６２の側壁及び端部と、中空パック２６５
とによって区切られた圧縮空間２６１を示す。シリンダ２６２は、幾何学的対称軸２６３
と実質的に同軸であり、この対称軸２６３に沿ってパックが往復運動する。パック２６５
は、軸方向に剛性 、横方向に撓性 部材２６６を介して機械式変換器の往復運
動物体に接続される。パック２６５は、圧力チャンバ２６７と、パック２６５内の一方向
バルブ２６８と、制限パッセージ２６９、２７０、２７１及び２７２とから成る流体ベア
リングの作用によって幾何学的対称軸２６３近傍の軸線に沿って往復運動する。
図１２は、米国特許第５１４８０６６号で詳細に説明される型の磁気スプリングの軸方向
断面図である。この磁気スプリングは、磁束ループと、２個の環状ギャップ２３３及び２
３４とから成る２個の磁束ループ部材２３１及び２３２から成る。３個の磁石を保持する
磁石パドル２３５が磁束ループのギャップ内で往復運動する。磁石パドルがギャップ２３
３及び２３４内で軸方向に往復運動すると、径方向に偏向される場磁石２３６が、磁束ル
ープ内に交番する磁場を確立する。場磁石２３６のいずれかの側面には、場磁石２３６と
逆方向に径方向に偏向している２個のスプリング磁石２３７及び２３８がある。いずれか
一方の方向の磁石パドル２３５の軸方向の変位によって、スプリング磁石が場磁石の磁場
と相互に作用し、磁石パドルへの相対的な復帰力を低減する。実用的な実施例では、磁束
ループ部材２３１及び２３２が、ハウジングに取り付けられ、磁石パドル２３５が、軸方
向に剛性 、横方向に撓性 ロッドを介して往復運動物体に取り付けられる。変
形的に、磁石パドル２３５が、剛性部材を介して往復運動部材に取り付けられ、磁束ルー
プ部材が、軸方向に剛性 、横方向に撓性 部材を介してハウジングに取り付け
られてもよい。
図１３は、本発明において軸方向に撓性 エネルギーを貯蔵する要素と同様に径方
向に撓性 部材として働く平面スプリングの斜視図である。本発明の実用的な実施例
では、スプリングの径方向の周縁領域２２１が、シリンダと剛に連続したハウジングに取
り付けられ、往復運動物体がシリンダに関して往復運動し、スプリングの中央領域２２２
が、軸方向及び径方向に剛性 連結機構構成成分の手段によって往復運動物体に取り
付けられる。変形的に、周縁領域２２１が、往復運動物体に取り付けられ、中央領域２２
２が、ハウジングに取り付けられてもよい。このようなスプリングを具現する実施例では
、スプリングの軸方向の撓みが、往復運動物体の質量と実質的に共振し、スプリングの径
方向の撓みが、力の量を低減し、流体ベアリングが幾何学的対称軸２２３近傍に往復運動
軸を戻すように働く。
以上の説明から、本発明が、シリンダ又は磁束ループのギャップのようなチャンバ内で軸
方向に往復運動するピストン、 ィスプレイサ及び磁石パドルを含む様々な物体とともに
使用され得ることが明らかである。この物体は、１個以上の連結機構構成成分を含む連結
機構によって、チャンバを形成するハウジングに連結される。少なくとも１個の連結機構
構成成分が軸方向に撓み、物体に軸方向の力を適用し、通常、装置を調節して共振に近づ
ける。耐磨耗流体ベアリングが、物体に横方向の中向きの力を適用して、チャンバ壁面と
物体との間の接触を最小にする。

十分な横方向
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横方向の力と物体に働く他の横方向の力との和に少なくとも等しくなるのに



の撓みを有する少なくとも１個の連結機構構成成分が含まれる。これにより、流体ベアリ
ングの中向きの力が、チャンバ壁面から離れて物体を有効に移動させることができ、接触
及び磨耗を最小にする。
本発明の特定的な好適実施例が詳細に開示されたが、様々な変更物が、本発明の精神又は
以下の請求の範囲の範囲から逸脱せずに適合され得ることが理解できる。

【 図 １ 】 【 図 ２ 】
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【 図 ３ Ａ 】

【 図 ３ Ｂ 】

【 図 ４ 】

【 図 ５ 】 【 図 ６ 】
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【 図 ７ 】 【 図 ８ 】

【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】
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【 図 １ １ Ａ 】

【 図 １ １ Ｂ 】

【 図 １ ２ 】

【 図 １ ３ 】
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